
(12) 特許協力条約に基づいて公開された国際出願

(10) 国際公開番号
(43) 国際公開曰

2013 年 6 月 27 日（27.06.2013) WO 2013/094553 A 1
W 画P O P C T

(51) 国際特許分類： 巿中央区城見 2 丁目 1 番 6 1 号 株式会社 e ス
F27D 17/00 (2006.01) F27B (2006.01) タ一内 Osaka (JP).
F02G 1/055 (2006.01)

(74) 代理人：重野剛 (SHIGENO, Tsuyoshi); 〒1600022 東
(21) 国際出願番号： PCT/JP20 12/082632 京都新宿区新宿二丁目 5 番 1 0 号 日伸 ビル 9 階

Tokyo (JP).
(22) 国際出願日： 2012 年 12 月 17 日（17. 12.2012)

(81) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の国内保
(25) 国際出願の言語： 日本語 護が可肯 ) : AE, AG, AL, AM, AO, AT, AU, AZ, BA,

(26) 国際公開の言語： 日本語 BB, BG, BH, BN, BR, BW, BY, BZ, CA, CH, CL, CN,
CO, CR, CU, CZ, DE, DK, DM, DO, DZ, EC, EE, EG, ES,

(30) 優先権データ： FI, GB, GD, GE, GH, GM, GT, HN, HR, HU, ID, IL, IN,
特願 201 1-281581 201 1年 12 月 22 曰（22. 12.201 1) JP IS, KE, KG, KM, KN, KP, KR, KZ, LA, LC, LK, LR, LS,

LT, LU, LY, MA, MD, ME, MG, MK, MN, MW, MX,(71) 出願人：株式会社 L I X I L (LIXIL CORPORA
MY, ML, NA, NG, NI, NO, NZ, OM, PA, PE, PG, PH,

TION) [JP/JP]; 〒1368535 東京都江東区大島ニ丁目
PL, PT, QA, RO, RS, RU, RW, SC, SD, SE, SG, SK, SL,

1 番 1 号 Tokyo (JP . 株式会社 e スタ一（ESTIR SM, ST, SV, SY, TH, TJ, TM, TN, TR, TT, TZ, UA, UG,
CO., LTD.) [JP/JP]; 〒54061 14 大阪府大阪市中央区

US, UZ, VC, VN, ZA, ZM, ZW.城見 2 丁目 1 番 6 1 号 Osaka (JP).
(84) 指定国 （表示のない限 り、全ての種類の広域保

(72) 発明者：新開 誠司（SHINKAI, Seiji) ；〒1368535 東 護が可肯巨）：ARIPO (BW, GH, GM, KE, LR, LS, MW,京都江東区大島ニ丁目 1 番 1 号 株式会社 L I ML, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ュ一ラシ
X I L 内 Tokyo (JP). 藤中 恵者子（FU JINAKA, ァ （AM, AZ, BY, KG, KZ, RU, TJ, TM), ョ一 ロッパ
Etsuko); 〒1368535 東京都江東区大島ニ丁目 1 番

(AL, AT, BE, BG, CH, CY, CZ, DE, DK, EE, ES, FI, FR,
1 号 株式会社 L I X I L 内 Tokyo (JP). 赤澤 GB, GR, HR, HU, IE, IS, ΓΓ , LT, LU, LV, MC, MK, MT,輝行 (AKAZAWA, Teruvuki); 〒54061 14 大阪府大阪 NL, NO, PL, PT, RO, RS, SE, SI, SK, SM, TR), OAPI

[続葉有]

(54) Title: FIRING FURNACE

(54) 発明の名称 ：焼成炉

Fig.2

22
19

- -~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~

(57) Abstract: Provided i s a firing furnace capable of stably recovering exhaust heat energy over a long period of time by using a
Stirling engine. Stirling engines (20) are provided in a cooling zone (5) of a roller hearth kiln (1). High temperature side heat-ex -
changing units (21) of the Stirling engines (20) are inserted below a roller (2) through through-holes (12) providea in the left and
right walls of a furnace body (10). A power generator i s driven by the Stirling engines (20), and the exhaust heat energy i s recovered
as electric power.

(57) 要約： 長期にわた リスター リングエンジンによつて排熱エネルギーを安定 して回収することができる
焼成炉。ローラ一ハースキルン 1 の冷却帯 5 にスター リングエンジン 2 0 が設置されている。炉体 1 0 の
左右側壁に設けた貫通孔 1 2 を通 してスター リングエンジン 2 0 の高温側熱交換部 2 がローラ_ 2 の下
側に差 し込まれている。スター リングエンジン 2 0 によって発電機を駆動 し、排熱エネルギーを電力とし
て回収する。
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明 細 書

発明の名称 ：焼成炉

技術分野

[0001 ] 本発明は、タイル等の窯業製品を焼成するのに好適な焼成炉に係 り、特に

スターリングェンジンにより排熱ェネルギ一を回収するように構成された焼

成炉に関する。

背景技術

[0002] スターリングエンジンによって炉の排熱エネルギーを回収するものとして

、特許文献 1 には溶融炉の排ガスダク 卜にスターリングエンジンの高温側熱

交換部を配置することが記載されている。また、特許文献 2 には、アルミ二

ゥ厶溶解炉の溶解室の雰囲気に高温側熱交換部を晒すようにスタ一リングェ

ンジンを配置することが記載されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 0 2 _ 6 1 5 4 0

特許文献2 ：特開 2 0 1 1 _ 1 6 9 2 5 5

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] 上記特許文献 1， 2 のように、スターリングエンジンの高温側熱交換部を

炉の排ガスダク トや、溶解室に、高温燃焼ガス雰囲気に晒すように設置 して

排熱エネルギーの回収を行う場合、燃焼ガスは腐食性成分 （例えば硫黄酸化

物や、溶融又は半溶融状態の飛灰粒子、アルカリ金属酸化物の蒸気など）を

多く含んでおり、熱交換部が早期に腐食する。また、ダク ト内のガス温度は

通常は3 0 0 °C以下であり、このダク トにスターリングェンジンを配置 して

も排熱エネルギーを効率よく回収することはできない。

[0005] 本発明は、長期にわたりスターリングエンジンによって排熱エネルギーを

安定 して回収することができる焼成炉を提供することを目的とする。



課題を解決するための手段

[0006] 本発明の焼成炉は、予熱帯、焼成帯、冷却帯及びスターリングエンジンを

有 し、スターリングエンジンの高温側の熱交換部が前記冷却帯に配置されて

いる。

[0007] 該焼成炉としてはローラ一ハースキルン、 トンネルキルン、シャ トルキル

ンなどが好適である。

[0008] 該ローラ一ハースキルンの熱交換部は、ローラ一の下側に配置されること

が好ましい。

[0009] 前記熱交換部は、炉体に設けられた貫通孔を通って炉内に差 し込まれるこ

とが好ましい。この場合、貫通孔とスターリングエンジンとの間に振動吸収

性を有 した耐火性断熱材 （例えば耐火断熱繊維）を介在させることが望まし

い。

[001 0] 前記熱交換部は、雰囲気温度が 3 0 0 ~ 8 0 0 °C の帯域に設置されること

が好ましい。

発明の効果

[001 1] 本発明の焼成炉は、スターリングエンジンの高温側熱交換部を冷却帯に配

置 し、排熱エネルギーを例えば電力として回収するものである。この冷却帯

は、焼成帯に続 くものであるが、被焼成物の冷却を行うために大気が供給さ

れるので、焼成帯から燃焼排ガスは全 く又は殆ど流れ込まない。そのため、

スタ一リングエンジンの熱交換部が高温の腐食性燃焼排ガスと接触すること

はなく、熱交換部の腐食が防止され、長期にわたって安定 して排熱エネルギ

—を回収することができる。また、 c o 2排出量削減にも寄与する。

[001 2] 本発明は、特にローラ一ハースキルンに適用するのに好適である。ローラ

—ハースキルンは、多数のローラ一を水平に配列 し、被焼成物はローラ一の

上を搬送され、この間に焼成されるように構成されている。このローラ一ハ

—スキルンは、ローラ一の上側及び下側にスペースがあいており、このスぺ

—スはスターリングェンジンの熱交換部を配置するのに好適である。

[001 3] この熱交換部をローラ一ハースキルンのローラ一の下側に配置すると、熱



交換部 に付着堆積 したダス ト成分が落下 しても被焼成物 （製 品）上 に落下す

ることがな く、不良品発生 を防止することがで きる。

[0014] 熱交換部 をローラ一ハースキル ンの側壁 を通 して ローラ一下側 に差 し込ん

だ場合、 ローラ一下側 スペースの広 い範 囲に熱交換部 を配置することがで き

、排熱エネル ギーを効率 よ く回収 することがで きる。

[001 5] なお、従来の ローラ一ハースキル ンでは、冷却帯 に冷却用空気 （いわゆる

「打ち込み空気」 を供給 して被焼成物 を冷却 していたが、 この空気供給 によ

り焼成 品が急冷 されて焼成物 に割れ、歪な どが生 じることがあ つたが、 スタ

— リングエ ンジ ンによって熱 を吸収 する場合、急冷 を防止 し、降温曲線 をな

だ らかなもの と し、焼成 された製 品の割れ、歪等 を防止することもで きる。

[001 6] 本発 明では、 スター リングエ ンジ ンの高温側熱交換部 を 8 0 0 °C 以下、例

えば 3 0 0 ~ 8 0 0 °C の帯域 に設置することが好 ま しい。 この理 由は次の通

りである。 タイル等の窯業製 品は、 8 0 0 °C よ りも高い温度 で焼成 され、 そ

の一部 （例 えば釉薬層部分）が溶融又 は半溶融状態のガラス状 とな っている

ので、 スター リングェ ンジ ンの振動が作用するとこの溶融又 は半溶融状態の

ガラス状部分 に不均一な変形 が生 じるおそれがある。焼成 品が 8 0 0 °C よ り

も低温 にまで降温 していると、 ガラス状部分 もガラス転移点以下 にまで降温

して固体状態 とな ってお り、多少の振動が加 え られても不均一な変形 が生 じ

ない。 これ によ り、外観 の良好な窯業製 品を歩留 りよ く得 ることがで きる。

図面の簡単な説明

[001 7] [ 図 1] 実施 の形態 に係 るローラ一ハースキル ンの長手方向の縦断面図である。

[ 図2] 図 1 の Π —Π 線断面図である。

[ 図3] 別 の実施 の形態 に係 る焼成炉の断面図である。

[ 図4] 実施 の形態 に係 る トンネル キル ンの長手方向の縦断面図である。

[ 図5] 図 4 の V — V 線断面図である。

[ 図6] ローラ一ハースキル ンのスター リングエ ンジ ン設置部 の詳細な縦断面図

である。

[ 図7] 図 6 と同一部分の水平断面図である。



[ 図8] 図 7 のスター リングエ ンジ ンの一部水平断面図である。

[ 図9] 図 8 の I X—I X線 断面図である。

発明を実施するための形態

[001 8] 以下、本発明について図面 を参照 してさ らに詳細 に説明する。 図 1 ， 2 は

本発明の実施 の形態 に係 る焼成炉 を示すものである。 この焼成炉 は 口一ラ一

ハースキル ン 1 であ り、多数 の ローラ一 2 が水平、平行かつ同一高 さに配列

されてお り、 タイル原料の成形体等の被焼成物 が 口一 ラ一群 の上側 を搬送 さ

れ るように構成 されている。 ローラ一 ハ ースキル ン 1 内は入 口側 か ら予熱帯

3 、焼成帯 4 、冷却帯 5 とな っている。焼成帯 4 には複数 のバーナー 6 が設

置 されている。バ一ナ一 6 は、 キル ン天井部 に設 け られてもよ く、側壁部 に

設 け られてもよい。

[001 9] 冷却帯 5 には冷却用空気の供給 口 7 が設 け られ るとともに、該供給 口 7 よ

りも焼成帯 4 側 に排気 口 8 が設 け られている。排気 口 8 は複数個設 け られて

もよい。予熱帯 3 には、 キル ン入 口側 に排気 口 9 が設 け られているが、 キル

ン入 口か ら排気 してもよい。

[0020] 図 2 の通 り、 この ローラ一 ハ ースキル ン 1 の炉体 1 0 は架台 1 1 上 に設置

されている。各 ローラ一 2 は炉体 1 0 の左右の側壁 を貫通 してお り、 その両

端 が軸受部材 （図示略） によって支持 され ると共 に、 回転駆動装置 （図示略

) によって各 ローラ一 2 の軸心 回 りに回転駆動 され る。 ローラ一 2 は、 アル

ミナ等の高耐熱性 セラミック材料 にて構成 されているが、 これ に限定 されな

い。

[0021 ] 冷却帯 5 の ローラ一 2 の下側 に高温側熱交換部 2 を差 し込むように して

スター リングェ ンジ ン 2 0 が設置 されている。 この実施 の形態では、 スター

リングェ ンジ ン 2 0 は炉体 1 0 の左右両側 に配置 されてお り、熱交換部 2

は左右の両側壁か ら炉体 1 0 の左右方向中央部近傍 にまで延在 している。 こ

の実施 の形態では、炉体 1 0 の左右の側壁 にそれぞれ貫通孔 1 2 が設 け られ

、 この貫通孔 1 2 を通 して高温側熱交換部 2 が炉 内に挿入 されている。貫

通孔 1 2 の内周面 とスター リングエ ンジ ン差込部外周面 との間には、 スター



リングェンジン2 0 の振動が炉体 1 0 に伝播することを緩和するために、口

ックウ一ル等の耐火断熱繊維 1 3 が充填されている。

[0022] スターリングエンジン2 0 は、そのマシンべ一ス 2 2 が工場の床 1 9 に固

定されている。なお、ローラ一ハースキルン 1 の炉体 1 0 は熱膨張によって

炉体長手方向に伸縮するが、貫通孔 1 2 の内周面とスターリングエンジン差

込部外周面との間に耐火断熱繊維 1 3 を充填 してあるので、スターリングェ

ンジン2 0 が床 1 9 に固定されていても、炉体 1 0 の伸縮はスターリングェ

ンジン2 0 に拘束されない。また、耐火断熱繊維 1 3 を介在させたことによ

り、スターリングェンジン2 0 の振動が炉体 1 0 に伝播することも抑制され

る。

[0023] スターリングエンジン2 0 は、空気供給口7 を設置 した部分よりも焼成帯

4 側に間隔をおいて複数台配置されている。スターリングエンジン2 0 の設

置台数及び位置は、最適な冷却曲線 （炉内の冷却帯の温度分布）となるよう

に選定されるのが好ましい。スターリングェンジン2 0 の低温側熱交換部は

当然ながら炉外に配置されている。この実施の形態では、低温側熱交換部の

冷熱源は工業用水となっているが、大量の冷水が得 られる場合には冷水を冷

熱源としてもよく、またその他の低温流体を用いてもよい。

[0024] このように構成されたローラ一ハースキルン 1 においては、タイル等の被

焼成物はローラ一 2 によって図 1 の左側から右側に向って搬送され、予熱帯

3 で予熱され、焼成帯 4 で焼成され、冷却帯 5 で冷却され、炉体 1 0 外に送

り出される。焼成帯 4 では、バーナー 6 に燃料及び空気が供給され、高温の

燃焼ガスによって被焼成物が焼成される。被焼成物がタイルの場合、焼成帯

4 の最高温度は例えば 1 1 0 0 ~ 1 2 5 0 °C程度とされる。焼成帯 4 の下限

温度は 9 0 0 ~ 0 5 0 °C程度である。

[0025] 前記予熱帯 3 の排気口9 にダク トを介 してインダクションファン （誘引排

風機）が接続されており、焼成帯 4 からの排ガスのほぼ全量が予熱帯 3 に流

れ込み、被焼成物を予熱 した後、排気口9 、ダク ト及び排ガス処理設備を介

して煙突から排出される。焼成帯 4 を通った焼成品は、冷却帯 5 において冷



却されて降温する。

[0026] この冷却帯 5 内のガスの保有熱や輻射熱がスターリングエンジン2 0 の高

温側熱交換部 2 に吸収され、スターリングエンジン2 0 が駆動 し、スター

リングエンジン2 0 に接続された発電機によって発電が行われる。このよう

にしてローラ一 ハ ースキルン 1 の排熱エネルギーを電力として回収すること

ができる。なお、必要に応 じ、供給口7 から冷却用空気を供給 し、排気口8

から高温空気を排出する。この高温空気は、バーナー 6 への燃焼用空気と熱

交換 した後、煙突へ導かれる。

[0027] この実施の形態では、高温側熱交換部 2 は冷却帯 5 のうちでも温度が 8

0 0 °C以下となる帯域に設置されている。 8 0 0 °C以下では、タイル釉薬等

も固体状態となっているので、スターリングエンジン2 0 の振動が焼成品に

伝播 しても焼成品の製品外観が損なわれることが防止ないし抑制される。

[0028] スターリングェンジンは冷却帯 5 のうち温度が 3 0 0 °C以上特に 5 0 0 °C

以上の帯域に設置されるのが好ましい。なお、従来の焼成炉の冷却帯では、

専ら供給口7 から供給される空気によって焼成品の冷却が行われていたが、

この実施の形態では、スターリングエンジン2 0 によって熱を吸収するので

、供給口7 からの空気供給量を減少させることができ、場合によっては供給

口7 からの空気供給を停止することも可能である。また、このスターリング

エンジン2 0 の吸熱によって焼成品を冷却する場合、供給口7 からの空気供

給のみによって冷却を行う場合に比べて焼成品の急激な冷却を防止すること

ができ、製品の割れや歪も防止される。

[0029] 冷却用空気を吹き込まない場合、スターリングエンジン2 0 によってより

多くの排熱を回収することができる。なお、この実施の形態のように複数の

スターリングエンジン2 0 を冷却帯の長手方向に配列設置 した場合、各スタ

- リングエンジンの排熱回収量を制御することにより冷却帯の温度分布を制

御することも可能である。

[0030] このローラ一 ハ ースキルン 1 では、冷却帯 5 にスターリングエンジン2 0

の高温側熱交換部 2 1 を配置 している。この冷却帯 5 には焼成帯 4 からの燃



焼排 ガスが殆 ど流れ込 まないので、燃焼排 ガスによって高温側熱交換部 2

が腐食するおそれがな く、スター リングエンジン 2 0 を長期 にわたって安定

して運転することができる。

[0031 ] この実施の形態では、高温側熱交換部 2 1 を口一ラ一 2 の下側 に配置 して

いるので、高温側熱交換部 2 1 に付着、堆積 したダス ト等が落下 して被焼成

物 （製品）に付着することがない。

[0032] この実施の形態では、スター リングェンジン 2 0 の高温側熱交換部 を炉体

1 0 の左右両側壁か らローラ一 2 の下側 に差 し込んでお り、 ローラ一 2 の下

側スペースの広い範囲か ら排 ガス保有熱や輻射熱などの排熱エネルギーを回

収することができる。

[0033] ただ し、本発明では、図 3 のように炉体 1 0 の底部か らスター リングェン

ジン3 0 の高温側熱交換部 3 をローラ一 2 の下側スペースに差 し込んでも

よい。図 3 のローラ一ハースキル ン 1 A では、炉体 1 0 の底面部 に貫通孔 2

5 が設けられ、 この貫通孔 2 5 を通 して高温側熱交換部 3 が炉内に差 し込

まれている。スター リングエンジン3 0 の差込部 と貫通孔 2 5 の内周面 との

間には、耐火断熱繊維 2 6 が充填 されている。 この耐火断熱繊維 2 6 の充填

層の上面側はセラミツクプレ一 卜2 7 で覆われている。 この実施の形態では

、工場の床 1 9 に凹所 2 9 を設けてスター リングエンジン3 0 を設置 してい

る。 このように、キル ン底面を貫通させて、スター リングエンジンを設置す

ることは、既設のキル ンに対 しても容易に適用することができる。

[0034] 図 6 〜図 9 にスター リングエンジン設置部付近の詳細な構成の一例 を示す

。 2 0 a はスター リングエンジン 2 0 の膨張空間である。 2 O b は ヒータ管

、 2 0 c は ヒータであ り、高温側熱交換部 2 1 を構成 している。 2 0 d は再

生器、 2 0 e はクーラ、 2 0 f はデ ィスプレーサ、 2 O g は圧縮空間、 2 0

h はパ ワー ピス トン、 2 0 ί はバ ッファ空間、 2 0 ρ のバイパス配管 を示す

。 2 0 」は冷却水入口 （又は出口）、 2 O k は冷却水出口 （又は入口）を示

す。 2 0 m は発電機 2 0 A の冷却水入口、 2 0 n は発電機 2 0 A の冷却水出

口、 2 0 r は固定子鉄心、 2 0 s は回転子鉄心 を示す。



[0035] 図 4 は、本発明の実施の形態に係わる台車式 トンネルキルン4 0 を模式的

に示す断面図、図 5 は図4 のV —V 線断面図である。

[0036] 台車式 トンネルキルン4 0 の炉本体 4 2 の入口側には入口置換室 4 4 が、

また、出口側には出口置換室 4 7 が接続されており、炉本体 4 は台車の進

行方向に沿って順に予熱帯 4 6 、焼成帯 4 8 、冷却帯 5 0 が設けられている

。予熱帯 4 6 と焼成帯 4 8 には炉本体 4 2 の内部空間を加熱領域 5 2 と加熱

処理領域 5 4 とに区画するマツフル 5 6 が設けられている。加熱領域 5 2 の

予熱帯 4 6 には複数個のヒータHが、また、焼成帯 4 8 には複数個のバ一ナ

B が設置されており、被加熱物Mをマツフル 5 6 を介 して間接加熱するよう

になっている。

[0037] 炉本体 4 2 の床部には台車走行用のレール 5 8 が敷設されている。この台

車式 トンネル炉 4 0 では、複数台の台車 D を炉長方向に連なった台車列とし

て炉本体 4 2 内を移動させることにより、台車 D上に積載 した被加熱物Mを

加熱処理するようになっている。

[0038] 台車 Dの左右の両側縁部には遮蔽板 6 2 が台車の全長にわたって付設され

ている。一方、炉本体 4 2 には受け樋 6 4 が炉壁 4 2 a の左右両側に入口か

ら出口まで延設されており、受け樋 6 4 にはシールサン ドが満たされている

。台車 Dが炉本体 4 2 に装入されると遮蔽板 6 2 の先端がサン ドシールの中

に沈潜 して炉内を移動することになるので、遮蔽板 6 2 は炉内の熱気が台車

Dの側縁部から台車の下部へ流入することと、後述する冷却空気の炉内への

侵入を防止 している。また、台車 Dの前後の縁部には隣接する台車と嵌合 し

て炉内の熱気が台車の下部へ流入することと、冷却空気の炉内への侵入とを

防止する当接部 （図示せず）が形成されている。さらに台車 Dの下部には冷

却用の空気が導入されて車輪や台車フ レームの変形や溶損を防止するように

なっている。

[0039] マツフル 5 6 はステンレスなどの耐熱性金属板で断面凹型のチャンネル状

に形成されており、上記のような構成を有する複数台の台車を台車列として

収容 している。このためマツフル 5 6 は炉床 6 0 と台車 Dの上面とでほぼ密



閉された加熱処理領域 5 4 を形成すると同時に、炉本体 4 2 の炉壁 4 2 a と

マ ツフル 5 6 との間に加熱領域 5 2 を形成する。なお、加熱処理領域 5 4 は

冷却帯 5 0 の冷却空間に連通 している。記号 P ， Q は炉体を構成するュニ ッ

卜である。

[0040] 次 に各領域で発生する蒸発物などの排気経路 について説明する。

[0041 ] 第 1 の排気経路 I は、主 と して加熱処理領域 5 4 に開口するマ ツフル内排

気通路 7 2 、 7 4 および冷却帯排気通路 6 8 、排 ガス処理装置 8 2 、 8 4 と

か ら構成 されている。加熱処理領域 5 4 は予熱帯 4 6 に対応する予熱領域 5

4 a と、焼成帯 4 8 に対応する焼成領域 5 4 b とか らなってお り、予熱領域

5 4 a で被加熱物 M か ら発生する蒸発物 G ，は矢印ァに沿 って流動 し、予熱領

域 5 4 a の高温側 （焼成帯 4 8 の近傍）に設けた第 1 のマ ッフル内排気通路

7 2 を通 って第 1 の排 ガス処理装置 8 2 へ導入される。そ して蒸発物 中の

有害物質は第 1 の排 ガス処理装置 8 2 で燃焼処理 される。 また、焼成領域 5

4 b で被加熱物 M か ら発生する蒸発物 G 2 は矢印ィに沿 って流動 し、焼成領域

5 4 b の高温側 （冷却帯 5 0 の近傍）に設けた第 2 のマ ッフル内排気通路 5

4 を介 して第 2 の排 ガス処理装置 8 4 へ導入されて蒸発物 G 2 中の有害物質が

燃焼処理 されるようになつている。

[0042] ここで、排 ガス処理装置 8 2 、 8 4 は、直接燃焼 タイプの排 ガス処理装置で

あ り、蒸発物 G ，中のダイ才キシンや未燃焼の一酸化炭素ガスなどの有害物質

を 8 0 0 °C以上の高温で分解 した り、あるいは燃焼 させて安定 した酸化物な

どと して無害化する装置である。

[0043] 第 1 の排 ガス処理装置 8 2 と第 2 の排 ガス処理装置 8 4 とは排気通路 9 2

によって直列に連通されている。従 って、第 2 の排 ガス処理装置 8 4 で処理

された蒸発物 G ，とG 2 とは完全に灰化 してお り、バ グフィルタあるいはサイ

ク口ンなどの集塵装置 8 6 で灰分を除去することにより、無害化された排気

(例えば、水分や炭酸 ガス）のみを煙突 8 8 か ら外部へ放出することができ

る。

[0044] 被加熱物 M は台車 D に積載 されてこの加熱処理領域 5 4 を移動する間に予



熱帯 4 6 ではヒータH により、また、焼成帯 4 8 ではバ一ナ B によりマツフ

ル 5 6 を介 して間接的に加熱される。被加熱物Mに含有される蒸発物は、温

度の上昇に伴って蒸発量を増 し予熱領域 5 4 a 内に充満する。第 1 のマツフ

ル内排気通路 7 2 は予熱領域 5 4 a の高温部に開口しているので、蒸発物G ，

を効率よく捕集 して第 1 の排ガス処理装置 8 2 へ送給することができる。蒸

発物 の大半は被加熱物Mが予熱領域 5 4 a を移動する間に発生 して第 1 の

排ガス処理装置 8 2 で処理される。また、予熱温度よりも更に高温でなけれ

ば発生 （蒸発） しない蒸発物は焼成領域 5 4 b で発生するが、第 1 のマツフ

ル内排気通路 7 2 で捕捉されずに予熱領域 5 4 a から焼成領域 5 4 b へ侵入

した蒸発物 とともに、その大半は焼成領域 5 4 b で分解 したり酸化 したり

して無害化される。このように焼成領域 5 4 b の高温部に設けた第 2 のマツ

フル内排気通路 7 4 を通って第 2 の排ガス処理装置 8 4 へ送給される蒸発物

G 2は少量でありかつ相当量が無害化されているので、第 2 の排ガス処理装置

8 4 は簡便で小容量のものでよい。

[0045] なお、冷却帯 5 0 では、第 2 のマツフル内排気通路 7 4 で捕捉されずに焼

成領域 5 4 b から冷却空間へ侵入 した蒸発物G 2を冷却空気 （矢印ゥ）ととも

に冷却帯 5 0 の高温側に設けた排気通路 6 8 から第 2 の排ガス処理装置 8 4

へ導入するようにしてもよい。このような排気経路とすることで蒸発物をよ

り完全に処理することができる。

[0046] 第 2 の排気経路I I は、主として加熱領域 5 2 に開口している排気通路 7 6

、 7 8 から構成されている。加熱領域 5 2 の予熱帯 4 6 で発生する排気ガス

9 (加熱空気のみ）は加熱領域 5 2 の低温側 （入口近傍）に開口している排

気通路 7 6 を介 してプロワ9 0 で吸引 して煙突 8 8 から排出する。また、カロ

熱領域 5 2 の焼成帯 4 8 で発生する燃焼ガス g 2は、焼成帯 4 8 の低温側 （予

熱帯近傍）の加熱領域 5 2 に設けた排気通路 7 8 を介 して同様に煙突 8 8 か

ら排出する。

[0047] この トンネルキルン4 0 では、冷却帯 5 0 に、 1台又は長手方向に間隔を

おいて複数台のスターリングエンジン3 0 が設置されている。この実施の形



態では、炉体 4 の底版 1 0 0 に貫通孔 1 0 2 が設けられ、この貫通孔 1 0

2 を通 して高温側熱交換部 3 が炉内に差 し込まれている。スタ一リングェ

ンジン3 0 の差込部と貫通孔 1 0 2 の内周面との間には、耐火断熱繊維 1 0

4 が充填されている。この実施の形態では、工場の床 1 1 0 に凹所 1 1 2 を

設けてスターリングエンジン3 0 を設置 している。

[0048] 上記実施の形態は本発明の一例であり、本発明は図示以外の形態とされて

もよい。本発明はタイル以外の各種被焼成物の焼成用の焼成炉に利用するこ

とができる。また、スターリングエンジンの高温側熱交換部は図示以外の箇

所に配置されてもよい。

[0049] 本発明は、シャ トルキルンなど、 トンネルキルン及びローラ一ハ一スキル

ン以外の連続式焼成炉にも適用することができる。上記実施の形態では、ス

タ一リングェンジンによつて発電機を駆動 しているが、ポンプゃコンプレッ

サ一などの回転機器の駆動に用いてもよい。

[0050] 本発明を特定の態様を用いて詳細に説明 したが、本発明の意図と範囲を離

れることなく様々な変更が可能であることは当業者に明らかである。

なお、本出願は、 2 0 1 1年 1 2 月 2 2 日付で出願された日本特許出願 （

特願 2 0 1 - 2 8 5 8 ) に基づいており、その全体が引用により援用

される。



請求の範囲

[ 請求項 1] 予熱帯、焼成帯及び冷却帯 を有する焼成炉 において、 スター リング

エ ンジンを、 その高温側の熱交換部 を前記冷却帯 に配置 させて設置 し

た ことを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項2] 請求項 1 において、該焼成炉はローラ一ハースキル ン、 トンネルキ

ル ン又はシャ トルキル ンであることを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項3] 請求項 1 において、該焼成炉はローラ一ハースキル ンであ り、前記

熱交換部が該 ローラ一ハースキル ンの 口一ラーの下側 に配置 されてい

ることを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項 4 ] 請求項 1 において、該焼成炉は、被焼成物 を載せて該炉内を移動す

る台車 を有 した トンネルキル ンであ り、前記熱交換部 は、該台車の下

側 に配置 されていることを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項 5] 請求項 1 ない し4 のいずれか 1 項 において、前記熱交換部が炉体 に

設 け られた貫通孔 を通 って炉内に差 し込 まれていることを特徴 とする

焼成炉。

[ 請求項 6] 請求項 5 において、該貫通孔 とスター リングエ ンジンとの間に振動

吸収性 を有 した耐火断熱材 を介在 させた ことを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項7] 請求項 1 ない し6 のいずれか 1 項 において、前記熱交換部 は雰囲気

温度が 3 0 0 8 0 0 °C の帯域 に設置 されていることを特徴 とする焼

成炉。

[ 請求項 8 ] 請求項 1 ない し 7 のいずれか 1 項 において、前記冷却帯は、冷却用

空気の吹 き込みな しにスター リングェ ンジンによって冷却が行われる

ことを特徴 とする焼成炉。

[ 請求項 9] 請求項 1 ない し8 のいずれか 1 項 において、複数の前記スター リン

グェ ンジンが前記冷却帯の長手方向に配列されていることを特徴 とす

る焼成炉。



















INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 6 3 2
A . CLASSIFICATION O F SUBJECT MATTER
F 2 7D1 7/0 0 ( 2 0 0 6 . 1 ) , F02G1 /055 { 2 0 0 . 0 1 ) i , F 2 7B9/30 { 2 0 0 . 1 ) i

According to

B . FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
F 2 7 D 1 7 / 0 0 , F 0 2 G1 / 0 5 5 , F 2 7 B 9 / 0 0 —9 / 4 0 , C 0 4B3 3 / 3 2

Documentation searched other than minimum documentation t o the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2013

Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2013 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2013

Electronic data base consulted during the international search (name o f data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED T O B E RELEVANT

Category* Citation o f document, with indication, where appropriate, o f the relevant passages Relevant t o claim No.

A J P 2 0 0 1 - 3 3 0 3 7 1 ( NGK I nsulator s , Ltd . ) ,

3 0 November 2 0 0 1 ( 3 0 . 1 1 . 2 0 0 1 ) ,

paragraph s [ 0 0 0 2 ] t o [ 0 0 0 4 ] ； fig . 6

( a m i l y ： none )

A J P 2 0 0 2 - 1 5 4 0 A ( Kabushi k i Kai sha Kangen 1 - 9

Yoyu G i j utsu Kenkyu sho ) ,

2 8 February 2 0 0 2 ( 2 8 . 0 2 . 2 0 0 2 ) ,

paragraph s [ 0 0 0 5 ] , [ 0 0 0 6 ] ； fig . 1

( a m i l y ： none )

A J P 2 0 1 1 - 1 6 9 2 5 5 A ( Gunma Gohkin C o . Ltd . ) 1 - 9

0 1 Septembe r 2 0 1 1 ( 0 1 . 0 9 . 2 0 1 1 ) ,

paragraph s [ 0 0 1 6 ] t o [ 0 0 1 8 ] ； fig .

( Fami l ： none )

Further documents are listed in the continuation o f Box C . [ ] See patent family annex.

Special categories o f cited documents: "T" later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state o f the art which i s not considered date and not i n conflict with the application but cited to understand

to b e o f particular relevance the principle or theory underlying Hie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
filing date considered novel o r cannot b e considered t o involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority ciaim(s) or which i s step when the document i s taken alone

cited t o establish t e publication date o f another citation o r other "Y" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring t o an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, suet combination
"p' ， ddooccuummeenntt ppuubblliisshlieedd pprnioori t o the international filing date but later than being obvious to a person skilled i n the art

the priority date claimed document member o f the same patent family

Date o f the actual completion o f the international search Date o f mailing o f the international search report
0 5 March , 2 0 1 3 ( 0 5 . 0 3 . 1 3 ) 1 9 March , 2 0 1 3 ( 1 9 . 0 3 . 1 3 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Offi c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 2 / 0 8 2 6 3 2

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A Mi cro f i l m o f the speci f i cati o n and drawi ngs 9
annexed t o the reque s t o f Japane s e Uti l i t y
Model Appl i cati o n No . 1 0 92 48 / 1 98 9 (Laid-open
No . 4 8 6 97 / 1 991 )
(NGK I n sulato r s Ltd . ) ,
1 0 May 1 9 91 ( 1 0 05 . 1 9 91 ) ,
page 3 , l ine s 5 t o 2 0 ; fig . 1 , 2
( ami l y ： none )

A J P 4- 43 2 8 6 A (Murata Mfg . Co . , Ltd . ) ,
1 3 February 1 992 (1 3 . 02 . 1 9 92 ) ,
page 2 , upper right column , l i n e 1 6 t o l ower
l e f t c o lumn , l i n e 2 0； fig . 1
( ami l y ： none )

P , A J P 2 0 12 - 2 412 0 0 A (Nippon Steel Engi neering 9
Co . , Ltd . ) ,
1 0 De cember 2 012 (1 0 . 12 . 2 0 12 ) ,
paragraph s [ 0 01 7 ] t o [ 0 0 1 9 ] , [ 0 0 23 ] t o [ 0 0 2 6 ]
fig . 2
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (My 2009)



国際調査報告 国際出願番 号 P C T J P 2 0 1 2 0 8 2 6 3 2

発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. F27D17/00 (2006. 01) i ，F02G1/055 (2006. 01) , F27B9/30 (2006. 01) i

B . 一調査 を行った分野
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IntCl. F27D17/00, F02G1/055, F27B9/00- 9/40 ，C04B33/32

最小 限資料以外の資料 で調査 を行 った分野に含 まれ るもの
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A JP 2011-169255 A (群馬合金株式会社） 0 11. 09. 01, 【0 0 1 6 】

一 【0 0 1 8 】，図 1 ( フ ァ ミ リー な し）

C 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい る。 パテ ン トファミリー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のあ る文献 ではなく、一般 的技術水準 を示す け 」国際出願 日又 は優先 日後 に公表 され た文献 であつて
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Γθ 」 口頭 に よる開示、使用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの
ΓΡ 」国際出願 日前 で、かつ優先権の主張の基礎 とな る出願 「& 」同一パテ ン トファミリー文献
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A 日本国実用新案登録出願 1-109248 号 （日本国実用新案登録出願公開 1 - 9
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ク ロ フ イル ム （日本碍子株式会社） 1991. 05. 10，第 3 頁第 5 — 2 0
行、第 1 図、第 2 図 （ファミリーなし）

A JP 4-43286 A (株式会社村 田製作所） 1992. 02. 13, 第 2 頁右上欄第 1 - 9
1 6 行 左下欄第 2 0 行、第 1 図 （ファミリーなし）

P ， A JP 2012-241200 A (新 日鉄エ ン ジ ニ ア リン グ株式会社）2012. 12. 10, 1 - 9
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ァミリーなし）
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